
予防統計 



自
家
用

6 2 22 8 2 1 39

2 7 7 2 1 4 1 3 27

4 13 15 12 1 19 1 15 79

4 3 1 8

3 1 4

6 17 1 24

1 1 2

1 11 1 2 15

2 16 2 5 20 2 33 9 5 85

8 43 31 27 57 4 83 14 28 283

3 3 3

取扱所貯蔵所

品名・数量又は指定
数量の倍数変更届

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

取扱所

屋
外
貯
蔵
所

譲渡・引渡

　
届出の種類

危険物施設の仮使用、危険物の仮貯蔵及び仮取扱数表

給
油
取
扱
所

第
一
種
販
売
取
扱
所

第
二
種
販
売
取
扱
所

　　　令和6年度中

計

移
送
取
扱
所

仮使用

休止・再開届

廃止届

屋
内
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

許可・完成検査申請

　　　令和6年度中

製
造
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

仮
貯
蔵
・
仮
取
扱

給
油
取
扱
所

第
一
種
販
売
取
扱
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

製
造
所

一
般
取
扱
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

第
二
種
販
売
取
扱
所

一
般
取
扱
所

貯蔵所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

資料提出

小
計

危険物保安監督者
選任解任届

危険物取扱従事者
選任解任届

計

その他危険物
関係届

計

小
計

危険物関係届出受理状況表

　　区　分　
移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
外
貯
蔵
所
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自
家
用

274 2 222 24 13 21 162 2 50 29 16 21

13 13 3 1 9

6 2 2 4 4 1

転
入

15 15 3 1 11

転
出

19 16 1 1 14 3 1 2

13 13 3 1 9

7 2 2 5 4 1 1

常　置
場所の
変　更

変　更

転　入

設　置

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

合

計

製

造

所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

　
規制区分

水張検査・水圧検査済証交付数表

合

計

　　令和6年度中

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

完
成
検
査

給
油
取
扱
所

規制対象数

設　置

変　更

第
一
種
販
売
取
扱
所

小

計

許

可

屋
内
貯
蔵
所

貯　蔵　所

600Lを超え
10ｋL以下

水　圧　検　査

20ｋLを
超えるもの

10ｋLを超え
20ｋL以下

600L以下計

49 49 49

水　張　検　査

10ｋL以下
1,000ｋLを
超えるもの

計
10ｋＬを超え
1,000ｋL以下

危険物製造所等の規制対象物表
　　令和6年度中

区　分
移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

取　扱　所

小

計

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
外
貯
蔵
所

一
般
取
扱
所

第
二
種
販
売
取
扱
所
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防火対象物

イ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 4
ロ 公会堂又は集会場 22
イ キャバレー、カフェ、ナイトクラブその他これらに類するもの 0
ロ 遊技場又はダンスホール 2
ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗 0

ニ
カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品を個室において客
に利用させる役務を提供する業務を営む店舗等

1

イ 待合、料理店その他これらに類するもの 1
ロ 飲食店 66

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場 105
イ 旅館、ホテル又は宿泊所 2
ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅 601
イ 病院、診療所又は助産所 53
ロ 老人短期入所施設等 37
ハ 老人デイサービスセンター等 56
ニ 幼稚園、盲学校、聾学校又は養護学校 4

小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、高等専門学校、大学、専
修学校、各種学校その他これらに類するもの

69

図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの 1
イ 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの 0
ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場 0

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場 0
神社、寺院、教会その他これらに類するもの 50

イ 工場又は作業場 356
ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ 0
イ 自動車車庫又は駐車場 15
ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫 0

倉庫 179
前各項に該当しない事業場 224

イ
複合用途防火対象物のうち、その一部が（一）項から（四）項まで、
（五）項イ、（六）項又は（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供され

194

ロ イに掲げる複合用途防火対象物以外の複合用途防火対象物 133
地下街 0
建築物の地階で連続して地下道に面して設けられたものと当該地下道とを合
わせたもの 0

文化財保護法の規定によって重要美術品として認定された建造物 11

2,186

防火対象物の別

1

2

令和7年3月31日現在　

防火対象物数（150㎡以上）　

3

4

5

6

7

8

9

10
11

12

13

14
15

16

16の2

16の3

17

合                   計
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イ 劇場、映画館等

ロ 公会堂又は集会場

イ キャバレー等

ロ 遊技場又はダンスホール

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗

ニ カラオケボックス等

イ 待合、料理店等

ロ 飲食店

百貨店、マーケット等 1 1 2

イ 旅館、ホテル又は宿泊所

ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅 2 1 1 4

イ 病院、診療所又は助産所 1 1 2

ロ 老人短期入所施設等 1 1 2

ハ 老人デイサービスセンター等 1 1

ニ 幼稚園、盲学校等

小･中･高･大学校等 1 1 2

図書館、博物館等

イ 蒸気･熱気浴場等

ロ イ以外の公衆浴場

車両･船舶･航空機の停車発着場

神社、寺院、教会等 1 1

イ 工場又は作業場 1 1 2 2 1 7

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ

イ 自動車車庫･駐車場 1 1

ロ 飛行機･回転翼航空機の格納庫

倉庫 1 1

前各項に該当しない事業場 1 1 2 1 1 2 8

イ 特定複合用途防火対象物

ロ イ以外の複合用途防火対象物

文化財保護建造物

2 3 2 2 1 3 13

4 2 4 1 6 1 5 5 6 1 5 4 44

17

4

5

計

11

12

13

15

その他（長屋住宅・農機具倉庫・店舗併用住宅）

14

16

月別　　

　　防火対象物区分

1

10

7

6

8

9

2

3

10月 11月4月 5月 6月 7月 計

建　　築　　申　　請　　状　　況　　表
　　　令和6年度中

12月 1月 2月 3月8月 9月
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階  別

用途別

3 1 4

0

3 3

4 1 1 6

1 1

78 58 18 10 11 3 3 3 3 4 8 199

12 7 4 2 1 26

22 13 1 1 37

2 2

16 3 1 20

11 1 1 13

28 4 3 2 37

90 20 6 2 1 2 2 123

269 108 33 18 14 6 3 3 3 4 10 471

（150㎡以上）　令和7年3月31日現在　

８階 計９階５階 １４階１１階 １２階 １３階４階

集 会 場 ･ 観 覧 場

料 理 店 ･ 飲 食 店

遊 技 場

１０階６階 ７階

百 貨 店 ･ 店 舗

旅 館 ･ ホ テ ル

共 同 住 宅 ･ 寄 宿 舎

病 院 ･ 福 祉 施 設 等

３階

学 校 ･ 幼 稚 園

工 場 ･ 作 業 場

倉 庫 ･ 駐 車 場

事 務 所 ･ 官 公 署

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会

複合用途防火対象物

計

中 高 層 建 築 物 棟 数 表
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男 女 計

1158 185 1343

男 女 計 男 女 計 男 女 計

24 6 30 3 - 3 12 1 13
16 5 21 - - - - - -

23 7 30 8 2 10 4 - 4
11 9 20 - - - - - -

21 7 28 3 1 4 5 2 7
10 3 13 - - - - - -

21 9 30 9 2 11 4 1 5
17 1 18 - - - - - -

18 4 22 2 - 2 3 1 4
9 - 9 - - - - - -

19 7 26 4 1 5 8 - 8
4 2 6 - - - - - -

14 11 25 4 1 5 9 - 9
15 2 17 - - - - - -

18 6 24 0 0 0 7 1 8
8 3 11 - - - - - -

13 9 22 3 2 5 4 - 4
9 5 14 - - - - - -

平成２７年 23 8 31 8 2 10 7 1 8

平成２８年 14 8 22 8 2 10 10 - 10

平成２９年 22 16 38 9 4 13 4 1 5

平成３０年 27 2 29 7 3 10 12 - 12

令和元年 20 13 33 8 3 11 4 - 4

令和２年
以降

※ は海部地方消防本部共催

令和２年度からは一般財団法人　日本防火・防災協会に委託

平成２２年

資格取得者数

平成１９年

平成２０年

昭和３６年から平成１７年まで５２回開催

乙種甲種 甲種再講習

防火管理者資格取得講習会実施状況表

平成２６年

平成２５年

平成２４年

平成１８年

平成２１年

平成２３年

年度
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